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第
一
章

　農
地
法
関
係

〔
法

　令
〕

◉
農
地
法

◎
農
地
法
施
行
法

○
農
地
法
施
行
令

○
農
地
法
施
行
規
則

○
農
地
法
に
よ
る
不
動
産
登
記
に
関
す
る
政
令

〔
通

　知
〕

㈠

　共
通
事
項

○
農
地
法
関
係
事
務
に
係
る
処
理
基
準
に
つ
い
て

○「
農
地
法
の
運
用
に
つ
い
て
」
の
制
定
に
つ

い
て

○
農
地
法
関
係
事
務
処
理
要
領
の
制
定
に
つ
い
て

○
農
地
法
第
三
条
第
一
項
の
許
可
事
務
の
迅
速
化

及
び
簡
素
化
に
つ
い
て

○
農
地
法
の
施
行
に
つ
い
て

○
農
地
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
に

つ
い
て

○
農
地
法
の
一
部
改
正
に
つ
い
て

○
農
地
法
の
一
部
改
正
に
伴
う
登
記
申
請
の
取

扱
い
に
つ
い
て

○
農
地
法
施
行
規
則
の
一
部
改
正
に
つ
い
て

○「
農
地
法
第
四
三
条
及
び
第
四
四
条
の
運
用
に

つ
い
て
」
の
制
定
に
つ
い
て

○「
施
設
園
芸
用
地
等
の
取
扱
い
に
つ
い
て
（
回

答
）」
の
運
用
の
明
確
化
に
つ
い
て

○
農
地
法
に
基
づ
く
登
記
の
特
例
等
に
つ
い
て

の
取
扱
要
領

　㈡

　権
利
移
動
関
係

○
民
事
執
行
法
に
よ
る
農
地
等
の
売
却
の
処
理

方
法
に
つ
い
て

○
国
税
滞
納
処
分
に
よ
る
農
地
等
の
公
売
の
処

理
手
続
に
つ
い
て

○
国
有
林
野
の
管
理
経
営
に
関
す
る
法
律
第
二

条
第
一
項
に
規
定
す
る
国
有
林
野
（
農
地
等
）

の
売
払
い
等
の
処
理
手
続
に
つ
い
て
（
申
請

等
を
行
う
際
の
留
意
事
項
）

○
国
有
林
野
の
管
理
経
営
に
関
す
る
法
律
第
二

条
第
一
項
に
規
定
す
る
国
有
林
野
（
農
地
等
）

の
売
払
い
等
の
処
理
手
続
に
つ
い
て
（
申
請

の
受
理
等
を
行
う
際
の
留
意
事
項
）

　㈢

　遊
休
農
地
対
策
（
非
農
地
判
断
）
関
係

○
非
農
地
判
断
の
徹
底
に
つ
い
て

○
非
農
地
判
断
し
た
土
地
の
地
目
変
更
登
記
の

申
出
に
つ
い
て

　㈣

　農
地
転
用
関
係

事
務
処
理
要
領
等

○
農
地
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
に

つ
い
て

○
農
地
関
係
事
務
処
理
の
迅
速
化
及
び
適
正
化

等
に
つ
い
て

○
農
地
転
用
及
び
農
業
振
興
地
域
制
度
に
係
る

相
談
・
苦
情
処
理
窓
口
の
設
置
に
つ
い
て

○
市
町
村
条
例
に
基
づ
く
農
地
の
保
全
及
び
効

率
的
な
利
用
を
確
保
す
る
取
組
み
を
促
進
す

る
た
め
の
農
業
振
興
地
域
の
整
備
に
関
す
る

法
律
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
及

び
農
地
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省

令
の
施
行
に
つ
い
て

○
違
反
転
用
へ
の
迅
速
な
対
応
に
つ
い
て

○
農
地
転
用
許
可
事
務
の
適
正
化
及
び
違
反
転

用
の
是
正
等
に
係
る
取
組
の
強
化
に
つ
い
て

○
違
反
転
用
の
是
正
に
係
る
取
組
の
強
化
等
に

つ
い
て

○
農
地
転
用
許
可
事
務
の
適
正
化
及
び
簡
素
化

に
つ
い
て

○
違
反
転
用
へ
の
適
切
な
対
応
に
つ
い
て

○
農
地
に
つ
い
て
所
有
権
に
係
る
移
転
請
求
権

保
全
の
仮
登
記
及
び
条
件
付
権
利
（
又
は
期

限
付
権
利
）
の
仮
登
記
の
申
請
が
あ
っ
た
場

合
の
取
扱
い
に
つ
い
て

○
建
築
条
件
付
売
買
予
定
地
に
係
る
農
地
転
用

許
可
の
取
扱
い
に
つ
い
て

○
農
地
転
用
許
可
を
伴
う
建
築
条
件
付
売
買
予

定
地
等
に
係
る
転
用
事
実
の
証
明
の
取
扱
い

に
つ
い
て

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　な
ど

第
二
章

　農
業
経
営
基
盤
強
化
促
進
法

関
係

第
三
章

　農
地
中
間
管
理
事
業
推
進
法

関
係

第
四
章

　都
市
農
地
・
市
民
農
園
関
係

第
五
章

　農
業
振
興
地
域
の
整
備
に
関

す
る
法
律
関
係

第
六
章

　農
業
委
員
会
・
農
業
者
年
金

基
金

第
七
章

　農
業
金
融
の
概
要

第
八
章

　地
域
再
生
・
再
生
エ
ネ
ル
ギ
ー
等

第
九
章

　関
係
法
令

索

　引

※
内
容
を
一
部
変
更
す
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
の
で
、

　ご
了
承
く
だ
さ
い
。

第
一
章
の
一
部
細
目
次
を
掲
載
し
、

そ
の
他
は
省
略
し
て
あ
り
ま
す
。

掲
載
内
容

内容見本〔A5判縮小〕

令和8年版の主な改正内容令和8年版の主な改正内容
〈 新しく登載された法令等 〉

○景観法運用指針の制定について
など2件

〈 一部改正された法令等 〉

○農地法施行規則
○「農地法の運用について」の制定について
○農地法関係事務処理要領の制定について
○農業経営基盤強化促進法の基本要綱
○農業経営基盤強化促進法等に係る税制上の優遇措置の適用
に関する証明事務の取扱いについて
○農地中間管理事業の推進に関する法律施行規則
○農地中間管理事業の推進に関する法律の基本要綱
○市民農園整備促進法施行規則
○農業振興地域の整備に関する法律施行規則
○集落地域整備法施行規則
○景観法
○農業振興地域制度に係る税制上の優遇措置について
○独立行政法人農業者年金基金法施行規則
○農林漁業の健全な発展と調和のとれた再生可能エネルギー
電気の発電の促進に関する法律
○農用地の土壌の汚染防止等に関する法律

など40余件
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